	補助対象機械装置

	機械装置の区分
	仕　　様　　等

	搾乳関係機械装置
	搾乳ロボット、ミルキングパーラー、搾乳ユニット搬送レール、ミルカー自動離脱装置、自動乳頭洗浄機

	飼料給与関係機械装置
	自動給餌機、ほ乳ロボット、餌寄せロボット、自走式配餌車、稲わら細断機

	家畜飼養管理機械装置
	発情発見機、分娩監視装置、行動監視装置、バーンスクレーパー、敷料散布機


別添１（Iの第１の１及び９並びに第４の１関係）

（注意）

１　補助対象機械装置には、汎用性のある運搬車両等は含まないものとする。

２　汎用性のある運搬車両等を動力源とする機械装置は補助対象とはしない。

３　本表の対象機械装置については、生産される畜産物の量や質、労働コストを勘案した指標を生産局長が別に設定するものとし、事業実施主体は、その指標に基づき本事業における補助対象機械装置を審査するものとする。ただし、事業実施主体が特に認めた機械装置についても補助対象とすることができる。この場合においては、事業実施主体が設置する畜産施設機械の専門家が参加する委員会の意見を聴くものとする。

４　補助対象機械装置の導入に当たっては、利用規模や労働時間の削減の観点から必要十分な機械装置の選定をするものとする。

５　上記の機械装置本体のリース又は購入に係る費用のほか、設置に必要となる簡易な資材・装置・補改修に係る経費を対象に含むことができるものとする。

別添２（Iの第１の１及び第４の１関係）

	事業名
	補助対象経費
	補助率等

	１　畜産ICT応援会議推進事業
	会議の開催、先進地事例等調査、労働時間削減に向けた取組の実証等に必要な経費
	定額（機械装置導入事業に係る事業費の１割又は3,000千円のいずれか低い額を上限とする。）

	２　機械装置導入事業
	労働負担軽減経営体による機械装置の購入又はリース事業者によるリース物件の取得に必要な経費
	２分の１以内（１経営体当たり30,000千円を上限とする。）


別添３（Iの第１の１及び第４の１関係）

	費目
	細目
	内容
	留意事項

	備品費
	
	事業を実施するために直接必要な試験・調査備品の経費（ただし、リース又はレンタルを行うことが困難な場合に限る。）
	・取得単価が50万円以上の機器及び器具については、見積書（原則３者以上。該当する設備備品を１社又は２社のみが扱っている場合を除く。）やカタログ等を添付すること。

	事業費

	会場借料
	事業を実施するために直接必要な会議等を開催する場合の会場費として支払われる経費
	

	
	通信運搬費
	事業を実施するために直接必要な郵便代、運送代に係る経費
	

	
	借上費
	事業を実施するために直接必要な事務機器等の借上げ経費
	

	
	印刷製本費
	事業を実施するために直接必要な資料等の印刷にかかる経費
	

	
	資料購入費
	事業を実施するために直接必要な図書、参考文献に掛かる経費
	・新聞、定期刊行物等、広く一般に定期購読されているものは除く。

	
	普及啓発費
	事業を実施するために直接必要なホームページ作成のためのサーバ利用等の経費
	

	
	消耗品費
	事業を実施するために直接必要な以下の物品に係る経費

・短期間（補助事業実施期内）又は一度の使用によって消費されその効用を失う物品（３万円未満のものに限る。）

・CD-ROM等の記録媒体（３万円未満のものに限る。）
	

	
	光熱水量
	事業を実施するために直接必要な電気、ガス、水道料金の経費（ただし、基本料は除く。）
	

	
	通信環境整備費

	通信環境を整備するために必要な経費。
	

	旅費
	委員旅費
	事業を実施するために直接必要な会議の出席又は技術指導等を行うための旅費として、依頼した専門家に支払う経費
	

	
	専門員旅費
	事業を実施するために直接必要な資料収集、各種調査、打合せ、成果発表等の実施に必要な経費
	

	謝金
	
	事業を実施するために直接必要な資料収集・整理、専門的知識の提供等について協力を得た人に対する謝礼に必要な経費
	・謝金の単価の設定根拠となる資料を添付すること。

・事業実施主体に従事する者に対する謝金は認めない。

	賃金
	
	事業を実施するために直接必要な業務を目的として本事業を実施する民間団体等が雇用した者に対して支払う実働に応じた対価（日給又は時間給）の経費
	・雇用通知書等により本事業にて雇用したことを明らかにすること。

・補助事業従事者の出勤簿及び作業日誌を整備すること。

	委託費
	
	本事業の交付目的たる事業の一部分（例えば、事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等）を他の者（事業実施主体が民間企業の場合、自社を含む。）に委託するために必要な経費
	・委託を行うに当たっては、第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的な業務に限り実施できるものとする。

・補助金の額の50％未満とすること。

・民間企業内部で社内発注を行う場合は、利潤を除外した実費弁済の経費に限る。

	役務費
	
	事業を実施するために直接必要な分析、試験、加工等を専ら行う経費
	

	雑役務費
	手数料
	事業を実施するために直接必要な謝金等の振り込み手数料
	

	
	印紙代
	事業を実施するために直接必要な委託の契約書に貼付する印紙の経費
	

	
	社会保険料
	事業を実施するために新たに直接雇用した者に支払う社会保険料の事業主負担分の経費
	

	
	通勤費
	事業を実施するために新たに直接雇用した者に支払う通勤の経費
	


· 賃金は、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」（平成22年9月27日付け22経第960号大臣官房経理課長通知）に準じて算定するものとする。
別添４　労働時間削減効果分析（Iの第１の10及び第２の２関係）

第１　評価

Iの第１の10に規定する労働時間削減効果分析を実施する際に用いる基準は、次のとおりとする。

第２　評価点数の算出式

補助金申請額（円）÷削減が期待される年間総労働時間（時間）

×係数÷10,000

上記算出式において、削減が期待される年間総労働時間は、補助対象機械装置の導入を通じて搾乳作業、給餌作業及び生産管理作業が変化することにより削減されることが期待される牛１頭当たり作業時間と搾乳牛頭数との積とする。

第３　削減が期待される年間労働時間の考え方

　１　搾乳作業

　　（搾乳方式）

	
	搾乳牛１頭当たり搾乳時間

（時間/頭・年）

	バケット及びパイプライン方式（自動離脱装置なし）
	４８

	バケット及びパイプライン方式（自動離脱装置あり）
	４０

	搾乳ユニット手動搬送方式（自動離脱装置なし）
	４６

	搾乳ユニット手動搬送方式（自動離脱装置あり）
	３８

	搾乳ユニット自動搬送方式
	３４

	ミルキングパーラー方式
	３４

	搾乳ロボット方式
	　７


　　（乳頭洗浄）

	
	搾乳牛１頭当たり労働時間

（時間/頭・年）

	人力による乳頭洗浄
	８

	自動乳頭洗浄機による洗浄
	６


２　給餌作業

（１）牛

	
	牛１頭当たり給餌時間（時間/頭・年）

	
	乳用牛
	肉用繁殖牛
	肉用肥育牛

	人力による給餌方式
	４３
	３８
	３１

	自動餌寄せ方式
	４０
	３５
	２８

	稲わら細断機
	－
	－
	２７

	自走式配餌車による給餌方式
	３７
	３２
	２６

	自走式配餌車＋自動餌寄せ方式
	３４
	２９
	２４

	自動給餌方式
	１４
	１２
	１０

	自動給餌+自動餌寄せ方式
	１１
	９
	７


（２）子牛（ほ乳）

	
	子牛１頭当たりほ乳時間

（時間/頭・年）

	
	乳用牛
	肉用繁殖牛
	肉用肥育牛

	人力によるほ乳方式
	３

	ほ乳ロボット方式
	０


　３　生産管理作業

　　（繁殖管理・肥育管理）

	
	牛１頭当たり労働時間（時間/頭・年）

	
	乳用牛
	肉用繁殖牛
	肉用肥育牛

	人力による観察方式
	１４
	８
	５

	発情発見装置の活用
	１２
	５
	－

	分娩監視装置又は行動監視装置の活用
	１３
	５
	３


　　（除糞作業）

	
	牛１頭当たり労働時間（時間/頭・年）

	
	乳用牛
	肉用繁殖牛
	肉用肥育牛

	ホイールローダー等バーンスクレーパーによらない除糞
	５
	４
	４

	バーンスクレーパーによる除糞
	０
	０
	０


　
　　（敷料散布作業）
	
	牛１頭当たり労働時間（時間/頭・年）

	
	乳用牛
	肉用繁殖牛
	肉用肥育牛

	人力による敷料散布
	３

	敷料散布機による敷料散布
	０


４　１から３については、実例を調査した資料を添付することにより、当該値に置き換えることができるものとする。

第４　係数

複数該当する場合は、該当する全ての項目の値を掛けることができるものとする。

	区分
	項目
	値

	１　後継者
	①　今後とも安定的な経営継続が見込まれる経営として(１)又は(２)に該当する経営

(１)主たる経営者が45歳未満

(２)主たる経営者が45歳以上の場合、後継者となる子息・子女又は概ね15歳以上の後継者の確保
	０.９

	
	②　①に該当しない場合、後継者の確保に向けた取組の実施
	０.９５

	２　乳用後継牛
	①　自家の牛群更新に必要な乳用牛を概ね自家生産により確保する経営
	０.９

	
	②　①以外の場合、自家の牛群更新に必要な乳用牛の自家生産に取り組む経営
	０.９５

	３　生産性向上
	①　増頭、飼養管理の高度化等により、生乳生産量の１割以上の増加に取り組む経営
	０.９

	
	②　①以外の場合、生乳生産量の増加に取り組む経営
	０.９５

	４　その他
	①　地震・台風等の災害等に備えた、地域における互助協定に参加する経営
	０.９５

	
	②　畜産従事者の疾病時等の経営継続に備えた、地域における互助協定に参加する経営
	０.９５

	
	③　地震・台風等により被災した経営
	０.９

	
	④　畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業による補助を受けていない経営
	０.９５

	
	⑤　牛群検定に加入している経営
	０.９

	
	⑥　供用期間の延長等を図るため、自給飼料の飼料分析や技術者との意見交換を定期的に行う経営
	０.９５

	
	⑦　応援会議の構成員の中で、JGAP家畜・畜産物の認証農場又は、GAP取得チャレンジシステムの確認済み農場がある場合
	０.９５

	
	⑧　応援会議の構成員の中で、農場HACCP推進農場として指定されている経営がある場合
	０.９５

	
	⑨　作業安全に関する取組を実施している経営
	０.９

	
	⑩　その他、地域への貢献度が高い取組と事業実施主体が特に認めた取組に参加する経営
	０.９


別添18（Ⅱの第２の１関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）事業実施計画の（変更）承認申請について

（元号）　年度において、畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）を実施したいので、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅡの第２の１に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。

※関係書類として別添18-1【畜産現場ICT化調査事業実施計画書】を添付すること。

別添18-1【畜産現場ICT化調査事業計画書】（Ⅱの第２の１関係）
１　事業の目的
２　総括表

	事業名

	事業内容


	事業費

	負　担　区　分


	備　考


	
	
	
	国庫補助金


	事業実施主体
	

	
	
	円

	
	
	


注：「事業名」欄には「検討会の開催」、「新たなICT機器の調査」、「新たなICT機器の導入及び実証による効果の測定」を記載する。
３　事業の内容

（１）検討会の開催
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	構成及び人数
	会議の内容

	
	
	
	
	


（２）新たなICT機器の調査

	調査地域
	調査時期
	調査員数
	目的

	
	
	
	


注：「目的」欄には、調査地域の取引と本事業での取組計画との関連性を踏まえて記載する。
（３）新たなICT機器の導入及び実証による効果の測定

	取組内容
	実施時期・回数

	
	


４　取組により期待される効果（成果目標）

	成果目標（目標値・現状値）
	

	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	


注：「成果目標」欄には、畜産農家の労働負担軽減に資する事業実施年度を含む〇年後（４年以内）の目標値を記載する。検証方法は、上記の指標に係る現状値・事業実施年度を含む〇年後（４年以内）の目標値を具体的に検証する手法を記載する。また、成果目標以外に期待される効果を記載する。
５　協議会の構成員・団体及び事業の執行体制
	所属
	構成員又は人数
	事業内容又は事業手続きに係る役割

	
	
	


注：協議会を構成する全ての構成員・団体を記載する。
添付資料
１．協議会の規約
２．ポンチ絵（事業内容、構成員、役割分担等）
３．補助対象経費を活用した事業費積算

４．事業費の算出の根拠となる資料（旅費規程等）
５．都道府県知事の意見
別添19 （Ⅱの第３の１関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）実施状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）の事業実施状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅡの第３の１に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添20-1【成果状況報告書】を添付すること。
別添20（Ⅱの第３の２関係） 
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）成果状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（畜産現場ICT化調査事業）の成果状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅡの第３の２に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添20-1【成果状況報告書】を添付すること。
別添20-1【成果状況報告書】（Ⅱの第３の２関係）
１　事業内容
２　実施期間

	事業開始日
	事業完了日
	備考

	年　月　日
	年　月　日
	


３　成果目標の達成状況
	成果目標の具体的な内容
	

	
	成果目標の達成状況
	

	
	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	

	所見
	


注１：「事業内容」欄及び「成果目標の具体的な内容」欄には、事業実施計画に記載した内容を記載する。

注２：「その他事業実施による効果」欄には、事象実施計画に記載した事業効果等について、その状況を記載する。

注３：「所見」欄には、達成状況が低い場合は改善策等を記載する。

注４：事業実施年度の翌々年度から目標年度までの毎年度において、事業実施状況を報告する場合には、成果目標の「達成状況」を「取組状況」として取組状況等を記載し、検証方法等については省略することができる。
４　事業の成果品等

　　事業実施の成果品（報告書等）又は事業の成果が確認できる資料を添付すること。
別添21（Ⅲの第２の１関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）事業実施計画の（変更）承認申請について

（元号）　年度において、畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）を実施したいので、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅢの第２の１に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。

※関係書類として別添21-1【ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業実施計画書】を添付すること。

別添21-1【ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業】（Ⅲの第２の１関係）
１　事業の目的
２　総括表

	事業名

	事業内容


	事業費

	負　担　区　分


	備　考


	
	
	
	国庫補助金


	事業実施主体
	

	
	
	円

	
	
	


注：「事業名」欄には、「検討会の開催」、「ICT化等機械装置に適合した家畜生産のための調査」を記載する。
３　事業の内容

（１）検討会の開催
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	構成及び人数
	会議の内容

	
	
	
	
	


（２）ICT化等機械装置に適合した家畜生産のための調査
	取組内容
	実施時期・回数

	
	


４　取組により期待される効果（成果目標）

	成果目標（目標値・現状値）
	

	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	


注：「成果目標」欄には、畜産農家の労働負担軽減に資する事業実施年度の翌年度の目標値を記載する。検証方法は、上記の指標に係る現状値・事業実施年度を含む翌年度の目標値を具体的に検証する手法を記載する。また、成果目標以外に期待される効果を記載する。
５　事業実施主体の執行体制
	所属
	構成員又は人数
	事業内容又は事業手続きに係る役割

	
	
	


注：協議会を構成する全ての構成員・団体を記載する。
添付資料
１．定款等
２．ポンチ絵（事業内容、構成員、役割分担等）
３．補助対象経費を活用した事業費積算

４．事業費の算出の根拠となる資料（旅費規程等）

別添22（Ⅲの第３の１関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）実施状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）の事業実施状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅢの第３の１に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添23-1【実施状況報告書】を添付すること。
別添23（Ⅲの第３の２関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）成果状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）の成果状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅢの第３の２に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添第23-1の【成果状況報告書】を添付すること。
別添23-1【成果状況報告書】（Ⅲの第３の２関係）
１　事業内容
２　実施期間

	事業開始日
	事業完了日
	備考

	年　月　日
	年　月　日
	


３　成果目標の達成状況
	成果目標の具体的な内容
	

	
	成果目標の達成状況
	

	
	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	

	所見
	


注１：「事業内容」欄及び「成果目標の具体的な内容」欄には、事業実施計画に記載した内容を記載する。

注２：「その他事業実施による効果」欄には、事象実施計画に記載した事業効果等について、その状況を記載する。

注３：「所見」欄には、達成状況が低い場合は改善策等を記載する。

注４：事業実施年度の翌々年度から目標年度までの毎年度において、事業実施状況を報告する場合には、成果目標の「達成状況」を「取組状況」として取組状況等を記載し、検証方法等については省略することができる。
別添24（Ⅳの第２関係）
番　　　号　　
年　月　日　　
　　農林水産省生産局長  殿
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職及び氏名　　　　印　　　　　
　　　（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）実施計画の（変更）承認申請について
　
　（元号）　年度において、畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）を実施したいので、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅣの第２の１に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
    　１　 関係書類として別添24-1を添付すること。
　　　２　 公募要領に定める申請様式等を添付すること。

別添24-1（Ⅳの第２関係）
１　総括表
	
	事 業 名
	事業内容
	事業量
	単価
	　

事業

費
	負担区分
	事 業 の

委 　託


	備考



	
	
	活動等

	対象

(者、地域等)
	
	
	
	国庫補助金

	事業実施主体

	
	

	
	全国データベース構築事業
	
	
	
	    円

	 千円

	  千円

	   千円

	(1)委託先

(2)委託する事業の内容及びそれに要する経費

	


２　事業の目的
	


３　事業の内容

（１）全国推進協議会の設置・運営
	検討会名
	開催時期及び場所
	参加者数及び参集範囲
	内容

	
	
	
	


（２）生産情報の集約・分析のためのシステム整備と推進

ア　畜産クラウドの構築・改修
	名称
	仕様等
	内容
	備考

	
	
	
	


　 

イ　ソフトウェアの開発・改修
	利用者数
	仕様等
	内容
	備考

	
	
	
	


　

ウ　モデル地区における実証
	検討会名
	開催時期及び場所
	参加者数及び参集範囲
	内容

	
	
	
	


　　

エ　畜舎内のインターネット環境改善
	設置箇所
	仕様等
	内容
	備考

	
	
	
	


　　

（３）民間クラウドとの連携による情報の利活用
ア　民間クラウドの調査及びコンバーターソフトの開発
	名称
	仕様等
	内容
	備考

	
	
	
	


イ　ベンチマーキングの実証分析
	名称
	仕様等
	内容
	備考

	
	
	
	


別添25（Ⅳの第３の１関係）
                                                                  番　　　号
                                                                  年　月　日
 農林水産省生産局長　殿
                                     　　　 　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
          　　　                      　　　　代表者の役職及び氏名　　　　印
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）事業実施状況報告書

　下記のとおり畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）を実施したので、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅣの第３の１の規定により報告する。
                                         記
  　　（事業実施計画書に準じて作成する。） 
別添26（Ⅳの第３の２関係）
番　　　号

年　月　日

農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）成果報告書

（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）の成果状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅣの第３の２に基づき、別添26-1のとおり報告する。

別添26-1（Ⅳの第３の２関係） 
１　事業内容

２　実施期間

	事業開始日
	事業完了日
	備考

	年　月　日
	年　月　日
	


３　成果目標の達成状況

	成果目標の具体的な内容
	

	
	成果目標の達成状況
	

	
	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	

	事業計画の妥当性
	

	適正な事業の執行
	


注１：「事業内容」欄及び「成果目標の具体的な内容」欄には、事業実施計画に記載した内容を記載する。

注２：「その他事業実施による効果」欄には、事象実施計画に記載した事業効果等について、その状況を記載する。
別添27（Ⅳの第４関係）
番　　　号

年　月　日

農林水産省生産局長　殿

所在地　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　印

（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）収益状況報告書
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（全国データベース構築事業）の収益状況について、持続的生産強化対策事業実施要綱（平成31年４月１日付け30生産第2038号農林水産事務次官依命通知）別紙11のⅣの第４の１の規定に基づき、別添のとおり報告する。

（別添）

　　　　１　事業の内容

　　

　　　　２　畜産クラウドの運用等により得られた売上高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　畜産クラウドの構築・改修等に要した費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　畜産クラウドの運用に要した費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

５　事業に関連して支出された費用のうち事業実施主体が
自己負担により支出した費用の総額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　６　補助金の確定額　　○年○月○日付け○生畜第○号確定          　

                                                                円

        ７　納付額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 

 （算定根拠）
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